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(57)【要約】
【課題】　出射光の出射角度θの変化に対するスペクト
ル分布の変動を抑制し、観測方向を変化させた場合の色
むらを改善する。
【解決手段】　本発明の発光装置は、基板と、前記基板
にダイボンディングされるとともに、１次光を発する半
導体発光素子と、前記半導体発光素子を被覆するととも
に、前記１次光を吸収して２次光を発する波長変換部と
を有する発光装置であって、前記波長変換部は、樹脂に
蛍光体が分散されてなるとともに、縦断面において台形
となる角錐台の形状を備え、前記半導体発光素子の側面
は傾斜面によって取り囲まれる構造を有することを特徴
とする。
【選択図】　　図７



(2) JP 2009-94199 A 2009.4.30

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板と、
　前記基板にダイボンディングされるとともに、１次光を発する半導体発光素子と、
　前記半導体発光素子を被覆するとともに、前記１次光を吸収して２次光を発する波長変
換部とを有する発光装置であって、
　前記波長変換部は、樹脂に蛍光体が分散されてなるとともに、縦断面において台形とな
る角錐台の形状を備え、前記半導体発光素子の側面は傾斜面によって取り囲まれる構造を
有することを特徴とする発光装置。
【請求項２】
　基板と、
　前記基板にダイボンディングされるとともに、１次光を発する半導体発光素子と、
　前記半導体発光素子を被覆するとともに、前記１次光を吸収して２次光を発する波長変
換部とを有する発光装置であって、
　前記波長変換部は、樹脂に蛍光体が分散されてなるとともに、ドーム状の形状を有する
ことを特徴とする発光装置。
【請求項３】
　前記波長変換部は、少なくとも２種類以上の前記蛍光体が分散されてなることを特徴と
する請求項１または２の何れかに記載の発光装置。
【請求項４】
　前記波長変換部は、前記１次光を吸収して互いに異なる２次光を発する複数種の前記波
長変換部からなり、相対的に長い波長の２次光を発する前記波長変換部が前記半導体発光
素子に近い側から順に配置されてなることを特徴とする、請求項１に記載の発光装置。
【請求項５】
　請求項１から４の何れかに記載の発光装置と、実装基板とを有し、複数の前記発光装置
が前記実装基板の表面に配設される構造を有することを特徴とする面光源。
【請求項６】
　請求項５に記載の面光源と、液晶表示素子と、前記面光源が前記液晶表示素子を背面か
ら照射する構造とを有することを特徴とする表示装置。
【請求項７】
　樹脂に蛍光体を分散させ、蛍光体入り樹脂を準備する工程と、
　前記蛍光体入り樹脂を金型のキャビティに注入する工程と、
　半導体発光素子がダイボンディングされた基板を前記金型にセットする工程とを順に有
する発光装置の製造方法であって、
　前記キャビティの内壁面は、縦断面において台形となる角錐台の形状を備え、前記半導
体発光素子が前記キャビティに没入した状態で、前記半導体発光素子の側面は傾斜面によ
って取り囲まれる構造を有することを特徴とする、発光装置の製造方法。
【請求項８】
　樹脂に蛍光体を分散させ、蛍光体入り樹脂を準備する工程と、
　前記蛍光体入り樹脂を金型のキャビティに注入する工程と、
　半導体発光素子がダイボンディングされた基板を前記金型にセットする工程とを順に有
する発光装置の製造方法であって、
　前記キャビティの内壁面は、ドーム状の形状を備え、前記半導体発光素子が前記キャビ
ティに没入した状態で、前記半導体発光素子が前記内壁面によって取り囲まれる構造を有
することを特徴とする、発光装置の製造方法。
【請求項９】
　前記金型は前記キャビティを有するキャビティ型と、加圧面を有するベース型とを有し
、前記キャビティ型と、前記ベース型とが互いに分離した状態で、前記キャビティに前記
蛍光体入り樹脂を注入する工程と、
　前記キャビティ型と前記ベース型の加圧面とを対向させて加圧する工程とを有すること
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を特徴とする、請求項７または８の何れかにに記載の発光装置の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、１次光を発する半導体発光素子（チップ）と、１次光を吸収して２次光を発
する蛍光体を含む波長変換部とを有する発光装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　半導体発光素子が発した１次光と、該１次光が波長変換部を通過し、該波長変換部が前
記１次光の一部を吸収して発する２次光とが混合されて白色の出射光を発する発光装置が
知られている。
【０００３】
　この発光装置は出射角度θを変化させた場合、すなわち観測方向を変化させた場合にお
いても、均一な白色が得られることが好ましいが、実際は色度が変化する問題がある。図
１１は、出射角度θを変化させた状態を示す色度図である。すなわち出射角度θの変化に
よって出射光のスペクトル分布が変動し、色度が色度図上で移動してしまうのである。
【０００４】
　特に、発光装置を平面に配列し、面光源を形成した場合に色むらを招き、例えば液晶表
示装置のバックライトとして使用する際の障害となっていた。
【０００５】
　色むらを生じる原因の一つとして、１次光が波長変換部を通過する距離が、出射角度θ
によって不均一であることが知られている。１次光は波長変換部を通過する間に波長変換
部に含まれる蛍光体によって、２次光に変換される。従って、波長変換部を通過する距離
が短いと１次光、長いと２次光の比率が高くなるのである。
【０００６】
　この問題を解決する手段として、青色発光を発する発光素子と、青色発光の一部を吸収
して、黄緑色の発光を発する蛍光体を含むパッケージとを有し、発光素子がパッケージに
よって被覆された発光装置であって、パッケージが発光素子を被覆する厚さが全方位にわ
たって同じとなるように製造された発光装置が開示されている（特許文献１）。
【０００７】
　また、波長変換部の形成方法として電気泳動堆積を利用した発光装置が開示されている
。これはイソプロピルアルコールと水からなる溶剤に、蛍光体粒子、帯電材及び結合材と
しての窒化アルミニウムを含む溶液を保持したコンテナにＬＥＤチップと電極を浸漬し、
ＬＥＤチップと電極との間にバイアスを印加することにより、電気泳動によってＬＥＤチ
ップ表面にコンフォーマルに蛍光体層を堆積させるものであって、蛍光体層の厚さはＬＥ
Ｄチップの断面寸法より十分に薄いことが開示されている。（特許文献２）。
【特許文献１】特開２０００－２０８８２２
【特許文献２】特開２００３－６９０８６
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　特許文献１によると、パッケージの形成方法として、フォトリソグラフィー法、スクリ
ーン印刷法、および転写法が開示されている。これらの形成方法によるとパッケージの厚
みは、発光素子の辺に沿って対向する部分や角に対向する部分が厚くなり、パッケージの
形状を確実に制御することができない。
【０００９】
　また、特許文献２によると、ＬＥＤチップ表面にコンフォーマルに蛍光体層を堆積する
ものの、蛍光体層に所望の形状を確実に与える手段は開示されていない。従って、いずれ
の場合も、色むらの改善は十分ではない。
【００１０】
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　本発明は出射光の出射角度θの変化に対するスペクトル分布の変動を抑制し、観測方向
を変化させた場合の色むらを改善するものである。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明の発光装置は、基板と、前記基板にダイボンディングされるとともに、１次光を
発する半導体発光素子と、前記半導体発光素子を被覆するとともに、前記１次光を吸収し
て２次光を発する波長変換部とを有する発光装置であって、前記波長変換部は、樹脂に蛍
光体が分散されてなるとともに、縦断面において台形となる角錐台の形状を備え、前記半
導体発光素子の側面は傾斜面によって取り囲まれる構造を有することを特徴とする。
【００１２】
　本発明の発光装置は、基板と、前記基板にダイボンディングされるとともに、１次光を
発する半導体発光素子と、前記半導体発光素子を被覆するとともに、前記１次光を吸収し
て２次光を発する波長変換部とを有する発光装置であって、前記波長変換部は、樹脂に蛍
光体が分散されてなるとともに、ドーム状の形状を有することを特徴とする。
【００１３】
　本発明の発光装置は、前記波長変換部が、少なくとも２種類以上の前記蛍光体が分散さ
れてなることが好ましい。
【００１４】
　本発明の発光装置は、前記波長変換部が、前記１次光を吸収して互いに異なる２次光を
発する複数種の前記波長変換部からなり、相対的に長い波長の２次光を発する前記波長変
換部が前記半導体発光素子に近い側から順に配置されてなることが好ましい。
【００１５】
　本発明の面光源は、前記発光装置と、実装基板とを有し、複数の前記発光装置が前記実
装基板の表面に配設される構造を有することを特徴とする。
【００１６】
　本発明の表示装置は、前記面光源と、液晶表示素子と、前記面光源が前記液晶表示素子
を背面から照射する構造とを有することが好ましい。
【００１７】
　本発明の発光装置の製造方法は、樹脂に蛍光体を分散させ、蛍光体入り樹脂を準備する
工程と、前記蛍光体入り樹脂を金型のキャビティに注入する工程と、半導体発光素子がダ
イボンディングされた基板を前記金型にセットする工程とを順に有する発光装置の製造方
法であって、前記キャビティの内壁面は、縦断面において台形となる角錐台の形状を備え
、前記半導体発光素子が前記キャビティに没入した状態で、前記半導体発光素子の側面は
傾斜面によって取り囲まれる構造を有することを特徴とする。
【００１８】
　本発明の発光装置の製造方法は、樹脂に蛍光体を分散させ、蛍光体入り樹脂を準備する
工程と、前記蛍光体入り樹脂を金型のキャビティに注入する工程と、半導体発光素子がダ
イボンディングされた基板を前記金型にセットする工程とを順に有する発光装置の製造方
法であって、前記キャビティの内壁面は、ドーム状の形状を備え、前記半導体発光素子が
前記キャビティに没入した状態で、前記半導体発光素子が前記内壁面によって取り囲まれ
る構造を有することを特徴とする。
【００１９】
　本発明の発光装置の製造方法は、前記金型が前記キャビティを有するキャビティ型と、
加圧面を有するベース型とを有し、前記キャビティ型と、前記ベース型とが互いに分離し
た状態で、前記キャビティに前記蛍光体入り樹脂を注入する工程と、前記キャビティ型と
前記ベース型の加圧面とを対向させて加圧する工程とを有することが好ましい。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明の発光装置によれば、半導体発光素子（チップ）の周囲は波長変換部によって略
均一な厚みで覆われる。したがってチップが発する１次光が波長変換部を通過する距離は
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、出射角度θが変化した場合であっても略均一となるから、出射角度θの変化による出射
光のスペクトル分布の変動を抑制することができる。また、本発明の発光装置を平面に配
列し、面光源を形成することにより、面光源の色むらを抑制できる。また、本発明の面光
源により液晶表示素子を背面から照射する構造を有する表示装置において、表示の品位を
向上させることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２１】
（第１の実施の形態）
　以下、本発明の第１の実施の形態を図に基づき説明する。
【００２２】
　図１（ａ）は本発明の第１の実施の形態である発光装置の製造工程を示す図である。本
実施の形態においては、窒化物半導体発光素子であって、発光ピーク波長が約４５０ｎｍ
の青色光である１次光を発するチップ３を基板１に固着するダイボンディング工程と、チ
ップ３が備える電極と基板１が備える配線パターン２とを電気的接続するワイヤボンディ
ング工程がなされる。続いて、１次光を吸収して、ピーク波長が約５６０ｎｍの黄色光で
ある２次光を発する黄色蛍光体１３が予め分散させられた樹脂によりチップ３を被覆する
ことにより第１の波長変換部１１ａが形成される第１の樹脂封止工程、個々の発光装置に
分離するダイシング工程が順になされる。
（ダイボンディング、ワイヤボンディング）
　図２は、チップがダイボンディングされ、ワイヤがワイヤボンディングされた、ダイボ
ンディング済み基板を示す平面図および断面図である。
【００２３】
　基板１は、互いに離間した配線パターン２ａと２ｂからなる配線パターン２が、平板状
の基材１ａの主平面に連続的に複数配列される。
【００２４】
　配線パターン２ａと２ｂとは、例えば厚みが７０μｍである銅箔によって形成される。
【００２５】
　続いて、基板１の上に、チップ３がダイボンディングされる。チップ３は、裏面電極と
表面電極（図示しない）とで一対の電極を備えている。一方の配線パターン２ａの表面と
裏面電極とが、導電性のロウ材（図示しない）を介して固着され、他方の配線パターン２
ｂと表面電極とがワイヤ４によってワイヤボンディングされる。これによりチップ３が所
定の位置に固着されるとともに、配線パターン２とチップ３とが電気的に接続される。
【００２６】
　なお、基板１の縁には、位置合わせ用の切欠き５が形成されており、後述する樹脂封止
の際、基板１を第１のキャビティ型３１ａの所定の位置に正確にセットさせるとともに、
位置ずれを抑制させる。
【００２７】
　さらに基板１の所定の位置に、外部端子としてのスルーホール６が形成されている。ス
ルーホール６の内壁面はめっきなどにより導体が形成され、チップ搭載面の反対側の面に
形成された電極パターン（図示しない）と導通されている。
（第１の樹脂封止）
　図３（ａ）は金型の構造を示す斜視図、図３（ｂ）は金型に基板をセットしたときの状
態を示す断面図である。
【００２８】
　金型３１は基板１や第１の封止樹脂１１を収容する第１のキャビティ型３１ａと、第１
のキャビティ型３１ａに第１の封止樹脂１１を注入し、基板１をセットして加圧するため
の加圧面を有するベース型３１ｂとを備える。
【００２９】
　第１のキャビティ型３１ａは、その表面に形成されたバスタブ部３２と、バスタブ部３
２の周囲を取り囲むように形成された逃げキャビティ３３とを備える。
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【００３０】
　バスタブ部３２は第１のキャビティ型３１ａの表面に皿状に削成され、樹脂を満たすこ
とができるように形成されている。逃げキャビティ３３は樹脂封止時に余ってはみ出す樹
脂を収容するように溝状に形成されている。
【００３１】
　バスタブ部３２は、バスタブ部３２の底面に形成された平坦な面であって、チップがダ
イボンディングされた、ダイボンディング済み基板をセットするセット面３４と、チップ
３を封止するとともに波長変換部に所定の形状を与える凹陥状の第１の主キャビティ３５
とを備える。なお、第１の主キャビティ３５の詳細な形状は後述するが、図３においては
、簡略化して記載されている。第１の主キャビティ３５は基板１にダイボンディングされ
たチップ３の位置に合致するように複数配列されている。
【００３２】
　なお、バスタブ部３２の所定の位置に、位置合わせ用突起３６を備える。位置合わせ用
突起３６は、基板１に形成された切欠き５と嵌合することにより、第１の主キャビティ３
５とチップ３との位置ずれを抑制する。
【００３３】
　図４（ａ）は第１の主キャビティの形状を示す拡大断面図である。
【００３４】
　第１の主キャビティ３５は、その内壁面がチップ３の外郭面から等距離にある面を備え
る。すなわち、ダイボンディング済み基板をセット面３４にセットし、チップ３が第１の
主キャビティ３５に没入した状態で、チップ３の天面と側面に対して平行な面を有する。
さらにチップ３の辺に沿った部分は斜めにカットされた第１の傾斜面３７を有する。この
ような第１の主キャビティ３５を有する第１のキャビティ型３１ａを用いることにより、
チップ３の辺に沿った部分は傾斜面を有し、周囲を略均一な厚みで被覆することができる
。
【００３５】
　なお、離型を容易にするために、バスタブ部３２の表面に、該表面の凹凸に沿って密着
するように、予め、離型シート３８を備えてもよい。
【００３６】
　続いて、黄色蛍光体１３を予め分散させた樹脂でチップを封止する、第１の樹脂封止を
行う。
【００３７】
　予め樹脂に黄色蛍光体１３を分散させた、第１の封止樹脂１１を準備する。
【００３８】
　樹脂は、封止されるチップ３が発する１次光に対して耐久性の高いことが要求される。
本実施の形態において、１次光は青色光であり、これに対して耐久性の高いシリコーン樹
脂が好適に使用される。これにより、長期動作における樹脂の黄変による光量低下が抑制
され、信頼性の高い発光装置が得られる。
【００３９】
　なお、前記樹脂に、蛍光体以外の物質、例えば蛍光体の偏りや沈降を抑制したり、光を
散乱させるため、シリカやシリコーン樹脂等のフィラーを混入させてもよい。
【００４０】
　続いて金型３１を使用し、以下に説明する工程によりチップ３を封止する。
【００４１】
　先ず、バスタブ部３２を上に向けて載置した第１のキャビティ型３１ａの第１の主キャ
ビティ３５に第１の封止樹脂１１を注入する。注入量は、少なくとも第１の主キャビティ
３５が全て満たされ、セット面３４に多少残留する程度でよい。この時、第１の封止樹脂
１１中に気泡を生じないように静かに注入する。また、蛍光体の均等な分散が維持される
ように、第１の封止樹脂１１が収容された容器を適宜攪拌しても良い。
【００４２】
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　続いて第１の封止樹脂１１が満たされた第１のキャビティ型３１ａのセット面３４に、
チップ３の搭載面が対向するようにダイボンディング済み基板をセットし、第１のキャビ
ティ型３１ａとベース型３１ｂの加圧面との間に挟みこむようにセットし、型締めする。
この時、チップ３の位置と主キャビティ３５の位置とが対応し、チップ３が第１の主キャ
ビティ３５に没入した状態となる。型締めによって余って溢れた第１の封止樹脂１１は逃
げキャビティ３３に収容される。なお、型締めの圧力は、基板１がセット面３４に圧接さ
れることにより封止樹脂が圧し広げられ、基板１の表面からほぼ全てが逃げる程度でよい
。
【００４３】
　続いて金型３１を熱し、第１の封止樹脂１１を熱硬化する。具体的には、例えば８０℃
から３５０℃のオーブンで数分間程度硬化させればよい。
【００４４】
　この時、第１の封止樹脂１１の注入から熱硬化の開始までの間が長時間経過すると蛍光
体が沈降し均等な分散が損なわれるから、速やかに熱硬化を開始することが好ましく、数
分間以内に開始することが好ましい。
【００４５】
　次に基板１を金型３１から離型するとともに離型シート３８を除去し、高温条件下でア
フターキュアを行う。具体的には、例えば３５０℃程度のオーブンで５時間程度、アフタ
ーキュアをすれば良い。
【００４６】
　以上の工程により、チップ３が第１の樹脂封止１１によって封止された発光装置２０が
複数形成された、第１の樹脂封止済み基板が作成される。
【００４７】
　これにより、１次光が第１の波長変換部１１ａを通過する距離は、出射角度θが変化し
た場合であっても略均一となるから、出射角度θの変化による出射光のスペクトル分布の
変動を抑制することができる。
【００４８】
　このように、金型を用いて樹脂封止を行うことにより、波長変換部に所望の形状を確実
に与えることができる。
【００４９】
　また、蛍光体が分散させられた樹脂を用いて波長変換部を形成するとき、蛍光体の均等
な分散が維持されることが好ましい。上述の工程によると、金型３１に樹脂の注入口や注
入経路を備える必要が無い。従って、注入経路を有する金型を用いる場合、注入経路の屈
曲部分などで発生しがちな蛍光体やフィラーの分散の偏りを発生するおそれが無い。その
ため特に、複数の発光装置を一度に封止する場合、個体間のばらつきが低減できる。
【００５０】
　要は、樹脂に蛍光体をできるだけ均等に分散させ、この状態を維持しながら蛍光体入り
樹脂を硬化させることと、チップを蛍光体入り樹脂により均一な厚みで覆うことが肝要で
ある。
（ダイシング）
　続いて、複数の発光装置２０が形成された基板１をダイシングにより、個々に分離する
。
【００５１】
　図５は、本実施の形態によって作製された発光装置の外形図である。これによると、チ
ップ３の外郭面は第１の波長変換部１１ａによって略均一な厚みで、かつ、チップ３の厚
みよりも十分に厚く被覆される。すなわち第１の波長変換部１１ａの天面と側面は、チッ
プ３の天面と側面に対して、それぞれ平行な面を有する。さらにチップ３の辺に沿った部
分は傾斜面１７を有する。また、黄色蛍光体１３は第１の波長変換部１１ａに分散した状
態である（図５（ｃ）に白四角で示す）。
【００５２】
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　図６は、発光装置の特性を示す図である。図６（ａ）は本実施の形態によって作成され
た発光装置であって、波長変換部１１ａがチップ３の辺に沿った部分が傾斜面１７を有す
る場合の特性である。これによると、図６（ｂ）すなわち傾斜面１７を有さない場合に比
べ、出射角度θの変化による出射光のスペクトル分布の変動が抑制される。なお、図６に
おいて出射角度θは基板１の面に対して垂直な方向を０°、平行な方向を９０°とする。
【００５３】
　なお、本実施の形態においては、表面電極と裏面電極を備えたチップを使用したが、表
面に一対の電極を備えるフリップチップ９を用いることもできる。図８はフリップチップ
を用いた場合の発光装置の外形図である。フリップチップ９は、例えばサファイア基板９
ｃの上に窒化物半導体が積層され、該積層の上方に一対の電極９ａ、９ｂが形成されたチ
ップであって、１次光は主としてサファイア基板９ｃの側から取り出すように設計されて
いる。ダイボンディング工程においては、電極９ａ、９ｂと、配線パターン２ａと２ｂと
を対向させ、それぞれを導電性のロウ材で固着させることができる。これによるとワイヤ
ボンディングが不要であるので、チップを第１の波長変換部１１ａで均一に被覆する場合
にワイヤが邪魔にならず、好適である。
（第２の実施の形態）
　図７は、本発明の第２の実施の形態である発光装置の外形図である。
【００５４】
　本実施の形態は、第１の実施の形態である発光装置の波長変換部の形状を角錐台の形状
に代えたものである。さらに、樹脂に分散させる蛍光体を黄色蛍光体１３に代えて、赤色
蛍光体１４と緑色蛍光体１５を分散させたものである。これ以外の部分については第１の
実施の形態と同等であるので、異なる点について説明する。
【００５５】
　図７（ａ）は、波長変換部１１ａを角錐台の形状とした発光装置の外形図である。この
実施の形態によると、波長変換部１１ａの縦断面は台形であって、チップ３の側面を取り
囲む部分は傾斜面１７を有する。この時、傾斜面１７がチップ３の側面を取り囲む部分に
おいては、チップ３の外郭面を被覆する厚みは完全には均一でない。しかしながら出射角
度θが略９０°、すなわち基板１の面に対して略平行な方向に出射する１次光の強度は比
較的低く、色むらを発生させる作用は小さいものと考えられる。
【００５６】
　また、この部分において１次光と２次光の比率が補償される作用や、波長変換部と外部
との界面において起こる全反射が抑制される作用が考えられる。
【００５７】
　図１２は発光装置の光路を示す図である。比較的出射角度θが大きく、傾斜面１７を通
過する１次光による出射光の成分は、波長変換部が薄い部分を通過して出射する成分ｌｐ
１と厚い部分を通過して出射する成分ｌｐ２とに分けられるため、ｌｐ１は１次光の比率
が高く、ｌｐ２は２次光の比率が高い。従って、これらの成分が混合されることにより１
次光と２次光の比率が補償されると考えられる。
【００５８】
　また、波長変換部１１ａと外部との界面における入射角θｉは、波長変換部１１ａの側
面を傾斜させることによって小さくなり、界面に対してより垂直に近い角度で入射するこ
とになる。従って、傾斜面１７を通過して出射する出射光の強度がより高くなることが考
えられる。
【００５９】
　これらの作用により、出射角度θの変化に対するスペクトル分布の変動が抑制されると
考えられる。
【００６０】
　チップの寸法が波長変換部に対して比較的小さく、点光源として近似できることを前提
とした場合、波長変換部がチップを被覆する厚みは全方位にわたって均一であることが好
ましい。しかしながらチップの寸法が大きくなるにしたがって前述の前提が崩れ、１次光
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のうち比較的出射角度θの大きい成分が無視できなくなる。このような場合、本実施の形
態に示す波長変換部の形状を備えることにより、出射角度θの変化に対するスペクトル分
布の変動を効果的に抑制することができる。
【００６１】
　本実施の形態において、台形の底辺の一辺の長さを２４００μｍ、台形の底辺に対する
傾斜面１７の傾斜角を６０度、台形の高さ、すなわち波長変換部１１ａの厚みをｈ＝８０
０μｍとする発光装置を試作した。なお、チップ３は一辺の長さが７００μｍ、厚みが１
００μｍであった。この発光装置は図６（ａ）に示す特性と略同等の特性を示し、色むら
を抑制する効果が確認された。
【００６２】
　図７（ｂ）は、前述の黄色蛍光体１３に代えて、１次光を吸収して赤色および緑色の２
次光を発する、赤色蛍光体１４および緑色蛍光体１５（図７（ｂ）に白丸および白三角で
示す）を分散させた封止樹脂１１により波長変換部１１ａを形成した発光装置の断面図で
ある。このように、少なくとも２種類以上の蛍光体が分散されてなる波長変換部を有する
構成とすることにより、出射光のスペクトル分布に赤色成分を十分に含ませることができ
、波長変換部に黄色蛍光体のみを用いた場合に比べ、演色性を向上させることができる。
【００６３】
　同様にして、青色光に代え、ＵＶ光である１次光を発するチップと、１次光を吸収し、
赤色、緑色、および青色の２次光を発する蛍光体を分散させた封止樹脂１１により形成さ
れた波長変換部１１ａとを有する発光装置を構成しても、同様の効果を得ることができる
。
（第３の実施の形態）
　図１（ｂ）は、本発明の第３の実施の形態である発光装置の製造工程を示す図である。
【００６４】
　本実施の形態は、第１の実施の形態である発光装置の波長変換部を複数種の波長変換部
によって構成したものである。すなわち、黄色蛍光体１３を分散させた樹脂に代えて赤色
蛍光体１４を分散させた第１の封止樹脂１１によりチップ３を封止し、続いて、緑色蛍光
体１５を分散させた第２の封止樹脂１２により、第１の封止樹脂１１を覆うように封止し
たものである。これ以外の部分については第１の実施の形態と同等であるので、異なる点
について説明する。
（第１の樹脂封止）
　先ず、赤色蛍光体１４を予め分散させた第１の封止樹脂１１によりチップ３を封止する
ことにより、第１の樹脂封止済み基板が作成される。
（第２の樹脂封止）
　続いて、第１の樹脂封止済み基板を、さらに緑色蛍光体１５を予め分散させた第２の封
止樹脂１２で封止することにより、第２の樹脂封止を行う。
【００６５】
　第２の樹脂封止は、ダイボンディング済み基板に代えて、第１の樹脂封止済み基板を用
いること、蛍光体に緑色蛍光体１５を用いること、第２のキャビティ型４１ａを用いるこ
と以外は、第１の樹脂封止と同様な工程であるので、異なる部分について説明する。
【００６６】
　図４（ｂ）は、第２のキャビティ型４１ａの第２の主キャビティ４５の形状を示す拡大
断面図である。なお、第２のキャビティ型４１ａは、第１の主キャビティ３５に代えて第
２の主キャビティ４５を備える点以外は、第１のキャビティ型３１ａと同等である。
【００６７】
　第２の主キャビティ４５の内壁面は、第１の波長変換部１１ａの周囲を略均一な厚みで
覆う形状を備える。また第１の波長変換部１１ａの傾斜面１７に対向する部分には第２の
傾斜面４７を備える。すなわち、第１の樹脂封止済み基板をセット面３４にセットし、第
１の波長変換部１１ａが第２の主キャビティ４５に没入した状態で、第１の波長変換部１
１ａの天面、側面、傾斜面１７に対して、それぞれ平行である。このような第２の主キャ
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ビティ４５を有する第２のキャビティ型４１ａによって第１の波長変換部１１ａを樹脂封
止することにより、第１の波長変換部１１ａの周囲は、第２の波長変換部１２ａによって
略均一な厚みで被覆される。
【００６８】
　図５（ｄ）は本実施の形態によって作製された発光装置の外形図である。赤色蛍光体１
４と緑色蛍光体１５は第１の波長変換部１１ａおよび第２の波長変換部１２ａに、それぞ
れ分散した状態である（図５（ｄ）に白丸および白三角で示す）。これによると、１次光
が第１の波長変換部１１ａを透過して第２の波長変換部１２ａを通過する距離は、出射角
度θが変化した場合であっても均一となるから、出射角度θの変化による出射光のスペク
トル分布の変動が抑制される。
【００６９】
　本実施の形態によると、互いに異なる蛍光体を含む複数の波長変換部を別々に積層する
ため、異なる層間で蛍光体が混入することがなく、層を分別して形成することができる。
【００７０】
　なお、第１の樹脂封止におけるアフターキュアを省略し、第２の樹脂封止におけるアフ
ターキュアのみとし、工程を簡略化することもできる。
【００７１】
　なお、波長変換部の配置の順は、チップ３に近い側から、赤色蛍光体１４を含む第１の
波長変換部１１ａ、緑色蛍光体１５を含む第２の波長変換部１２ａの順であることが好ま
しい。すなわち、チップ３が発する青色光である１次光を吸収し、互いに異なる２次光を
発する複数種の波長変換部を備える場合、相対的に長い波長の２次光を発する波長変換部
がチップ３に近い側から順に配置されることが好ましい。
【００７２】
　２次光の波長が６４０ｎｍを中心とする赤色蛍光体１４は、波長が５４０ｎｍを中心と
する緑色光と、１次光である青色光とを吸収し得る。また、２次光の波長が５４０ｎｍを
中心とする緑色蛍光体１５は、１次光である青色光を吸収するが、自身が２次光として発
する緑色光よりも長い波長の光を吸収しにくい。従って、前述したような順に波長変換部
を配置することにより、先に配置された波長変換部が発する２次光は、後に配置された波
長変換部によって吸収されることなく発光装置２０の外部に出射するから、効率を高くす
ることができる。
【００７３】
　同様にして、青色光に代え、ＵＶ光である１次光を発するチップと、１次光を吸収し、
互いに異なる２次光を発する複数種の波長変換部とを備えた発光装置であって、それぞれ
の波長変換部の配置の順番を、チップに近い側から、２次光が赤色光、緑色光、青色光で
あるものの順に配置する構成であっても、同様の効果を得ることができる。
【００７４】
　なお、複数の波長変換部により構成された波長変換部の形状は、本実施の形態で説明し
た形状に限定されるものではない。例えば、第２の実施の形態で説明した角錐台の形状や
、後述するドーム状の形状であってもよい。
（第４の実施の形態）
　図９は本発明の第４の実施の形態である発光装置の外形図である。
【００７５】
　本実施の形態は、第１の実施の形態である発光装置の波長変換部の形状を変形し、ドー
ム状の形状としたものである。さらに、樹脂に分散させる蛍光体を黄色蛍光体１３に代え
て、赤色蛍光体１４と緑色蛍光体１５を分散させたものである。これ以外の部分について
は第１の実施の形態と同等であるので、異なる点について説明する。
【００７６】
　図９（ａ）は波長変換部１１ａをドーム状の形状とした発光装置の外形図である。この
実施の形態によると、チップ３を中心として基板１に描いた円を底面とするドーム状の形
状を有する波長変換部１１ａによってチップ３が被覆される。ドームの寸法は、例えば底
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面の直径をφ＝２．５ｍｍ、高さをｈ＝０．８ｍｍとすることができる。
【００７７】
　チップが樹脂によって被覆された発光装置においては、樹脂と外部との界面において全
反射が発生し、出射光の一部は外部へ取り出すことができず、効率の低下を招くことが知
られている。しかしながら本実施の形態によると、界面が曲面であるため、１次光と２次
光とが混合された出射光の全反射が抑制されるため、光の取出し効率が向上する。
【００７８】
　また、本実施の形態においてはドームの形状を半球状の形状とすることができる。ドー
ムの寸法は、例えば底面の直径をφ＝２．５ｍｍ、高さをｈ＝１．２５ｍｍとすることが
できる。これによりチップ３が波長変換部１１ａによって被覆される厚みは全方位にわた
って均一となるため、出射角度θの変化による出射光のスペクトル分布の変動を抑制する
効果が高い。また、ドームの直径がチップ３の寸法に比べて十分に大きい場合、チップ３
は点光源に近い状態となり、より効果的である。
【００７９】
　図９（ｂ）は、前述の黄色蛍光体１３に代えて、１次光を吸収して赤色および緑色の２
次光を発する、赤色蛍光体１４および緑色蛍光体１５（図９（ｂ）に白丸および白三角で
示す）を分散させた封止樹脂１１により波長変換部１１ａを形成した発光装置の断面図で
ある。このように、樹脂に少なくとも２種類以上の蛍光体が分散されてなる波長変換部を
有する構成とすることができる。
【００８０】
　同様にして、青色光に代え、ＵＶ光である１次光を発するチップと、１次光を吸収し、
赤色、緑色、および青色の２次光を発する蛍光体を分散させた封止樹脂１１により形成さ
れた波長変換部１１ａとを有する発光装置を構成しても、同様の効果を得ることができる
。
【００８１】
　何れの構成も、第２の実施の形態と同様の理由により、演色性を向上させることができ
る。
【００８２】
　なお、これらの実施の形態において、波長変換部の外郭面を透明な樹脂で被覆し、該被
覆に所定の形状を与えることにより波長変換部を外気から保護するとともに、レンズの作
用を与えることができる。
（第５の実施の形態）
　図１０は、面光源およびフラットパネルディスプレイの構造を示す図である。なお図１
０において、実装基板６２上の配線などの記載は省略されている。
【００８３】
　面光源６１は、実装基板６２と、第１から第４の何れかの実施の形態によって作製され
た発光装置２０とを備え、好ましくは実装基板６２の表面よりピラー６５により、例えば
１０ｍｍから２０ｍｍの間隔を隔てて配設された拡散板６３を備える。実装基板６２の表
面には、複数の発光装置２０が所定の位置に配設される。
【００８４】
　個々の発光装置２０が発する光は拡散板６３によって拡散され、前方へ出射されるが、
拡散板６３を介して、あたかも面全体が発光しているように見える。発光装置２０は放射
角度θの変化に対するスペクトル分布の変動が小さく、また、個々の発光装置間のスペク
トル分布のばらつきが小さいため、面内の色むらを抑制することができる。このように面
内の色むらが抑制された面光源６１は、フラットパネルディスプレイ６６のバックライト
として好適に使用でき、表示の品位を向上することができる。例えば図１０（ｃ）に示す
ように、面光源６１の光出射面の側に液晶表示素子６４を配置し、液晶表示素子６４を背
面から照射する構造を備えた表示装置を構成することができる。
【図面の簡単な説明】
【００８５】
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【図１】本発明の発光装置の製造工程を示す図である。
【図２】ダイボンディング済み基板を示す平面図および断面図である。
【図３】金型の構造を示す斜視図および金型に基板をセットしたときの状態を示す断面図
である。
【図４】第１の主キャビティおよび第２の主キャビティの形状を示す拡大断面図である。
【図５】発光装置の外形図である。
【図６】発光装置の特性を示す図である。
【図７】第２の実施の形態である発光装置の外形図である。
【図８】フリップチップを用いた場合の発光装置の外形図である。
【図９】第４の実施の形態である発光装置の外形図である。
【図１０】面光源およびフラットパネルディスプレイの構造を示す図である。
【図１１】出射角度θを変化させた状態を示す色度図である。
【図１２】発光装置の光路を示す図である。
【符号の説明】
【００８６】
１　基板
３　チップ
４　ワイヤ
９　フリップチップ
１１　第１の封止樹脂
１１ａ　第１の波長変換部
１２　第２の封止樹脂
１２ａ　第２の波長変換部
１３　黄色蛍光体
１４　赤色蛍光体
１５　緑色蛍光体
１７　傾斜面
２０　発光装置
３１　金型
３１ａ　第１のキャビティ型
３１ｂ　ベース型
３２　バスタブ部
３４　セット面
３５　第１の主キャビティ
３７　第１の傾斜面
４１ａ　第２のキャビティ型
４５　第２の主キャビティ
４７　第２の傾斜面
６１　面光源
６３　拡散板
６４　液晶表示素子
６５　ピラー
６６　フラットパネルディスプレイ
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